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1　本件の事実関係、第一審判決の要旨および控訴院判決の要旨

　（1）事実関係および第一審判決の要旨（Peter　Crawford　Q．C。第一審

　　裁判官）

　1988年12月11日午前1時ごろ，原告Stovin氏がNorfolk　Countyの

WymondhamのStation　Roadをモーターバイタで走っていたところ，Ceme－

tery　RoadからStation　Roadに入ってきた被告Wiseさんの運転する車と衝

突した。原告はこの事故で重傷を負った。原告は被告を相手取り損害賠償請求

訴訟を提起した。被告は，道路管理当局（Highway　Authority）が危険であ

ると知られている交差点での道路利用者に対する危険を減らす効果的な手段を

事故以前に採らなかった点で過失があり，かつ，制定法上の義務違反であると

主張し，道路管理当局であるNorfolk　County　Counci1を訴訟に引き込んだ。

　事故が発生した交差点に関して

　原告が走っていたStation　Roadは，被告が走ってきたCemetery　Roadに

対して優先権のある道であった。被告のように，CemeteryRoadからStation

Roadに右折して入ろうとする者は右手から来るStation　Roadに対して150度

のカーヴを曲がらなければならない。また，さらに状況を悪くしているのが，

右方向の視界が塀が建っている土手状の地形によって妨げられていることであ

った。事故が起こった交差点は，過去12年間に報告がなされた事件だけでも3

件あったが，それは，その交差点を「危険地点」または事故多発地点とするに

は十分ではなかった（そのためには，少なくとも3年のうちに5件の人身事故

がなければならなかった〉。しかし，Wymondham　の道路安全委員会は

Stovin氏の事故が起こる1年ほど前に，その交差点の問題を取り上げた。

1987年12月に視界を妨げている土地の所有者であるBritish　Rail（以下，

「BR」と略称する）と接触した。BRの技師は市の地区担当検査官Longhurst

氏に交差点の線引きを変更すべきであると書き送った。Longhurst氏はSouth

Norfolk　の道路管理の責任者であったが，彼は車の流れに関する専門家の

Deller氏に現地を視察させた。Deller氏の考えでは，最良の解決策は，交差

点の線引きの変更ではなく，土手状の土地を削り取ることであった。Longh－

urst氏はその意見を受け入れ，市側の費用でかかる工事を行うことに対する

許可を求めて，工事対象の土地の所有者であるBRに手紙を出した。それに対
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して，BR側からの反応はなく，また，Deller氏は別の仕事に移された。した

がって，Stovin氏の事故が起こるまで何もなされていなかった。

　第一審裁判官は，道路管理当局は制定法上の義務に違反してはいないが，コ

モン・ロー上の注意義務に違反したと判示し，被告に70％，第三当事者である

道路管理当局に30％の割合で責任を認めた。道路管理当局は，これを不服と

し，控訴院に上訴した。

　（2）控訴院判決の要旨（Nourse，KennedyおよびRoch控訴院裁判官，全

員一致）

　道路管理当局は，道路の維持管理の責任があり，道路利用者の安全性を高め

る義務を負っている。道路管理当局は，事故が起きた交差点での視界が妨げら

れていることを認識しており，それが十分に危険であるので予算を使って改善

することを決定していたので，十分な迅速さで決定を実施するコモン・ロー上

の注意義務を道路利用者に対して負っていた。事故が起こる前に決定を実施し

なかったことは，当該義務違反で，その結果，原告が被った損害について一部

分責任がある。

Norfolk　County　Counci1は貴族院の上訴許可を得て貴族院に上訴した。

2　当事者（最終上訴）の主張

　（1）上訴人（第三当事者Norfolk　County　Council）｛則の主張

　道路管理当局としてのComty　Counci1は，有形的な侵害を直接的には何ら

加えていない。また，県は，制定法上の権限または義務の行使に依拠すること

を，依拠しない場合にはコモン・ロー上の義務違反になるであろうことに対し

て，抗弁として求めているものでもない。County　Counci1は制定法上の義務

に何ら違反していない。1980年公道法（HighwaysAct1980）は，道路管理当

局のすべての権限と義務を含む包括的な法である。当局が講じるべき制定法上

の義務のもとにない措置を単に採らなかったという点で義務が負わされるべき

ではない。コモン・ロー上の注意義務を制定法上の枠組みの上に付加すべきで

はない。

　1959年公道法（Highways　Act1959）第298条は，道路の維持に関する不作

為を理由とする訴訟からの道路管理当局の免責を保持した。したがって，当局
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は，他の状況における不作為を理由に，コモン・ロー上の責任を負いえない。

上記免責は1961年公道（雑規定）法（Highways（Miscellaneous　Provisions）

Act1961）第1条により廃止されたが，他の点においては何らの変更もなされ

ていない。1961年法は，不作為を理由とする道路管理当局のコモン・ロー上の

潜在的な責任を，新たに生み出す出発点にはなりえない。そのことを示すも

の，または，同法が，例えば，改良を実施しなかったことに関する，不作為に

対する道路管理当局の既存の免責に影響を与えることを意図していたことを示

すものは，同法または1980年公道法のなかには何もない。

　道路管理当局が占める立場は，不動産上に招かれたか立ち入ることが許され

た者に対して責任を負う不動産の占有者の立場と類似するものではない。当局

は道路を利用する者に対する支配権をもっておらず，そして，一般の人々は権

利として道路を利用する。

　一般的法準則として，単なる不作為は，積極的に行為する義務が存在しない

限り，訴訟原因を生じさせない。当事者間の関係が非常に密接なために，義務

を負っている当事者による責任の引受と他方当事者によるかかる責任の引受に

対する信頼が存在している場合でないなら，行為する義務はない。上記のカテ

ゴリーに入る関係は，雇用者と被用者，生徒と校長，占有者と訪問者の関係で

ある。または，当事者間の関係が十分に近接しているので，注意義務を課すこ

とが公平で，公正で，合理的であるのでなければ，義務は存在しえない。道路

管理当局は道路利用者の共同の福祉のために行為しているので，道路管理当局

に対して注意義務を課すことは公平でも，公正でも，合理的でもない。道路管

理当局が，有形的損害を加えたわけでもなく，危険を作り出したわけでもない

場合に，制定法が何らの義務も課していないのに，コモン・ロー上の義務を道

路管理当局に課すことは誤りである。

　（2）被上訴人（被告）側の主張

　道路管理当局が責任を負う路上における危険の存在を道路管理当局が認識し

ている場合には，かかる危険を取り除かないことが当局の制定法上の裁量権の

適切な行使であることを当局が示しえない限り，当局は危険を取り除くコモ

ン・ロー上の注意義務のもとに置かれるべきである。一度義務が生じれば，合

理的時間内に義務は履行されなければならない。危険が身体傷害に帰着しそう

な場合には，法は容易に注意義務を課す。

　H64勿功γ％＆Co．五鉱∂．∬6116γ＆P観彫zs　L鼠［1964］A．C．465事件

判決以来，純粋に経済的な損失を理由とする請求の原告は，被告が負っている
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義務を被告が適切に履行することに原告が信頼を置いていることを立証しなけ

ればならなかったが，しかし，そのような信頼は，身体傷害の事件では不可欠

であるとはみなされていない。義務を課すことは，1980年公道法のもとの道路

管理当局の責務と一致しないものではなく，必要な補完物の一つである。

　まったく何らの措置も採らないことと，ある措置を採った後で次の措置を採

らないこととの間には，相違がある。何らの措置も採られていない場合には注

意義務は存在しないが，［ある措置を採った後で］さらにもう一段の措置を採

らない場合には，損害を避ける義務が存在する。

　道路管理当局はコモン・ロー上の絶対的な注意義務のもとにあり，それに対

する例外は1961年公道（雑規定）法第1条により導入された。かかる義務は，

現在では何らの例外も伴わずに，1980年公道法第41条のなかに制定されている

が，制定法上の抗弁は第58条によって規定されている。当局は制定法上の機能

を行使する一方で，当局のコモン・ロー上の義務が依然として発生しうる。道

路管理当局は，他の公的機関と同様に，ネグリジェンス法の通常の原則に服す

る。当局は，行為する義務のもとにある場合に，過失により行為しないことか

ら生じる損害を理由に，あるいは，当局に付与されている権限を行使すること

を過失により検討しないことを理由に，責任を負う。公的機関に影響を及ぼす

制定法には，政策または裁量の広範な領域が含まれるが，そのことが意味する

ことは，決定は裁判所ではなく当該機関が下すということである。多くの制定

法には政策決定の実際上の執行をも規定している。それが作用の領域である。

権限または義務が作用上のものであればあるほど，かかる権限または義務の上

にコモン・ロー上の注意義務を付加することは容易である。本件において生じ

たことは作用上の義務のなかに来る。

　Eαs！S励1左1～舵鴬C厩h彫6魏β昭毎鉱K8窺［1941］A．C．74事件判決に

従うべきではない。同判決は・4％ηs∂．ハ46吻nLon40％Bo名o㎎hCo観621

［1978］A．C．728事件判決に反する。

　（3）上訴人側のリプライ（補足主張）

　被告の主張は，もし認められるのなら，イギリスにしろ他のところにしろ，

先例が存在しない，道路管理当局に対する責任の大幅な拡大を含むものとなろ

う。それは，1980年法第79条のなかにある種の義務を持ち込む追加の文言を書

き加えることが必要なので，裁判所による立法を伴うことになろう。
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3　貴族院における争点および判決

　（1）争点

　本件事実関係のもとで，道路管理当局に対して制定法上の権限が存在してい

ることから，道路管理当局は道路利用者の安全のためにコモン・ロー上の注意

義務を負いうるのか否か。

　（2）判　決

　争点につき消極的判断，上訴人の上訴認容（多数意見）。

　貴族院は，1996年1月23日および24日の2日間審理を行った後，7月24日に判

決を言い渡した。判決は5人の裁判官（LordGoffofChieveley，LordJauncey

of　Tullichettle，Lord　Hoffmann（以上多数意見），および，Lord　Slynn　of

HadleyならびにLord　Nicholls　of　Birkenhead（以上反対意見））によって下

された。

4　貴族院判決の要旨

　（1）Hoffmam裁判官の多数意見

　［Hoffmann裁判官は，1．本件事故，2．事故現場の交差点，3．事実審理

について述べた後で，以下に要旨を示す判決を下した。］

4．作為と不作為

　ある行為に着手した者が他人に対して損害を与えないように合理的な注意を

払うことと，取り立てて何もしていない者に対して他の者が第三者の行為から

侵害を受けないように措置を採ることを求めることは，別問題である。

　何かをし始めるか，あるいは，そのように始められていることに他の者の信

頼を引き起こさせる場合には，行為する義務［二注意義務］が存在する場合が

ある。あるいは，不動産の所有もしくは占有が，その不動産に立ち入った者の

ために，または，時として隣人のために，積極的な措置を採る義務を生じさせ

る場合がある。1勉忽名α∂6∂．Ool4別研（1963）110C．L．R．40事件判決のなか

でオーストラリア連邦最高裁判所は，西オーストラリア州にある600エーカー

の牧草地の所有者である占有者は，その土地の樹木に雷が落ちたことで発生し

た火災を，それが近隣の土地に広がることを避けるために，消火するための合

理的な措置を採る義務を負っている，と判示した。同判決を支持する枢密院の
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判断（GoJ伽観∂・施聯α∂6［1967］1A．C．645）を下す際に，Wilberforce

裁判官は，土地所有者が合理的に行為したか否かの問題は，何らかの一般的も

しくは客観的な基準ではなく，土地所有者が実際に使用できる資力との関係で

判断されるべきであると指摘し，この責任の例外的な性質を明かにした。これ

は，他の者に対する危険を生じる危険を帯びる積極的な行為を行う者に負わさ

れる義務とはまったく異なる。もし，かかる危険を防ぐために客観的に合理的

な措置を採るための資力を持っていないのであれば，その者はその行為をまっ

たくすべきではないのである。

5．控訴院判決における不作為論

　Kemedy控訴院裁判官は，本件は純粋な不作為の事件ではないと述べた

（［1994］1W．L．R．1124，1138）。

　　「本件では，道路管理当局は行為を単にしなかったのではない。当局は，

　BRに同意を求めることで積極的に続行することを決定した。そして，当局

　がその方針を実行し続けなかったということは，当局が責任を免れるために

　依拠できる不作為でない。それは，車の運転者が犯した義務違反が単にブレ

　ーキを踏まなかったからといって責任を免れないのと同じである。」

私は，この類推が説得力のあるものとは思わない。不作為ではなく作為を理由

に被告に責任を負わせるためには，損害が被告が行ったことにより生じたとい

えなければならない。原告が被った怪我は，当局とB　Rとの交渉により生じた

ものでもないし，当局が行った他の何かから生じたものでもない。当局に責任

があるとすれば，それは，視界の改善のために何もしなかったからである。

　Roch控訴院裁判官は，主張されている義務違反が不作為であることを認

め，道路管理当局の立場と自己の不動産に立ち入る訪問者との関係での不動産

占有者との類推をした。施堰名o％∂．Gol伽伽事件判決のなかで述べられた

ように，不動産の占有は，他人を侵害から守るために積極的な措置を採る義務

がありうる例外的な根拠の一つである。したがって，Roch控訴院裁判官は，

道路管理当局は，同様に，責任を負わされるべきであると考えた。しかし，占

有者は，自己の不動産に誰を立ち入らせるかを決めることで，自己の責任を通

常は限定できる。占有者は侵害者（trespasser）に対しては限られた義務しか

負わず，侵害者を立ち退かす措置を採ることができる。通行権がある土地の占

有者はその利用を止めさせることはできない。だから，乃460εoωπ　∂．Noπh－

67％Z解魏4∬o鋸s！”g藪66麗吻6［1995］1A．C．233事件判決において，本院

は，通行権のある土地の占有者はそれを利用する大衆のためにそこを安全にす
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るために合理的な措置を採る義務を負っていない，と判断した。占有者にはそ

の土地への立ち入りを許すか許さないかについての選択の余地がないので，立

ち入る者の利益のために占有者の資力を費やすことを求めるべきではない。し

たがって，Station　RoadとCemeteryRoadが公費で修繕されるのではなく私

有地にある道であったのであれば，責任がなかったであろうことは明白である

ように思われる。したがって，占有者との類推は責任を課す目的のためには不

十分である。

6．公当局

　［違反すれば］不法行為上の損害賠償請求を生じさせる行為をすべき積極的

な義務が当局にはあったという主張は，第一審裁判官および控訴院が認めたよ

うに，当局の権限，義務および財政の公的性質にかかってこなければならな

い。その主張は，通行権を有する者の利益のために私人の土地所有者に資力を

費やさせることが不合理である場合がある一方で，公当局の存在理由はまさ

に，道路を便利で安全なものにするためにその資源を使うことにある，という

ものである。その目的のために，当局は1980年公道法のなかに多数の権限を有

している。実際，それらの権限には，当局がBRの土地に立ち入り土手を取り

除くことを可能とする権限は含まれていない。しかし，第79条に基づいて，土

手を取り除くことを求める通知を送付する権限はある。この権限は，「道路利

用者の視界が妨げられることから生じる危険を避ける」目的のために付与され

ている。当局がこの権限を利用しなかったという主張はなされていないが，か

かる権限の存在は，道路管理当局がその資金を費やす目的の一つと国会が意図

したことが，まさに本件における事故を引き起こした種類の障害を取り除くこ

とであった，ということを示している。

　（a）制定法上の権限を行使する際の過失ある行為

　〃16zsのZ）oohs朋づ磁760％7βoαπ！丁鰯s云66s∂．G必6s（1866）L．R．1H．L．

93事件判決以来，制定法上の明示の承認がなければ，原則的には，公当局は

私人と同様に不法行為上責任を負うことは明らかである。しかし，制定法上の

権限または義務が，公当局の責任を制限する場合がある。例えば，授権がなけ

れば不法行為となることをすることを必然的に含む何かをすることを当局は権

限付けられるかもしれない。そのような場合には，当局は責任を問われない

（、4116”．Gκグα1ノ～⑳勉ngL鼠［1981］A．C．1001）。あるいは，他の者に対

する予見可能な損害の危険を伴うにもかかわらず，制定法上の目的を達成する

ために当局があることをなすことを可能とする裁量的権限を当局がもつ場合が
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あるかもしれない。そのような場合には，裁量権の善意の行使は責任を生じさ

せない（X（沼4伽oアs）∂．Bε伽74s雇zεCo観ち7Co％ηoπ［1995］2A．C。633お

よびOo欝6！】勉6履Co．五鼠鉱∬o別6（塀加［1970］A．C．1004）。

　したがって，積極的な行為の場合には，公当局の不法行為上の責任は，原則

的には，私人の責任と同じであるが，当局の制定法上の権限および義務により

制限される場合がある。しかしながら，本件における［被告＝被上訴人の］主

張は，私人であったのなら交差点での危険を取り除かなかった点で注意義務を

負っていなかったであろうが，道路管理当局の義務は制定法上の権限のために

拡大している，というものである。かかる権限が存在することで，道路管理当

局と道路利用者との間に「近接性」が生じるといわれている。

　（b）制定法上の権限の過失ある不行使

　・4％％s∂．乃46吻％Lo％40％Bozo㎎h　Oo観6〃［1978］A。C．728事件貴族院判決

以前は，制定法上の権限からコモン・ロー上の注意義務が生じることを認める

先例はなかった。E襯S痂漉RJ∂6名s　Oα孟6h彫6盟田o醐ゴ肌κ6％61941］A．C．

74事件判決において，Romer裁判官は原則を述べた（102頁）。

　　「制定法上の当局に単なる権限が付与されている場合，かかる権限を行使

　しないという理由で一般大衆のある者が被った損害のために当局が責任を負

　うことはない。」

　E襯S励1乃事件判決について，・4槻s事件判決のなかで述べられたことを

考えて，指摘しなければならない点が二つある。第一に，Wilberforce裁判官

は述べている（［1978］A．C．728，757）。

　　「裁判官のうち一人（Atkin裁判官）しか［その事件を］コモン・ロー上

　の注意義務の関連で考察していない。……私は，特定の認められている状況

　に限定されるのではなく，十分な近接性があるすべての関係に一般的に拡大

　し，公機関の制定法上の作用の領域にまで及びさえする，一般的な注意義務

　の観念は当時十分には承認されていなかった，と信じる。」

私は，これが多数意見の推論に対する公平な説明だとは思わない。制定法上の

義務違反の主張が明らかに放棄されていたので，多数意見が考ええたであろう

ことが，コモン・ロー上の注意義務違反でないならば，主張されていた訴訟原

因であったと想像することは困難である。多数意見が不可能であると考えたこ

とは，制定法上の権限の存在からそのような義務を導き出すことであった。つ

まり，制定法上の「できる（may）」をコモン・ロー上の「ねばならない

（ought）」に変えることであった。
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　E襯S励1ゐ事件判決に関する第二の点は，反対意見を述べたAtkin裁判官

は注意義務を単に委員会の制定法上の権限だけに基づかせているのではないよ

うに思われることである。同裁判官が考えたと思われることは，原告自身がす

ることができた作業をするために原告の土地に立ち入ることで（91－92頁参

照），委員会は十分な迅速さで作業を行う義務を受け入れた，ということであ

る。この議論に基づくと，委員会の制定法上の権限が唯一関連するのは，委員

会はその作業をすることができた，ということにすぎなかった。委員会には，

類似の状況で土地に立ち入る私的な契約者が用いることのできない制定法上の

抗弁はなかった。Atkin裁判官の推論が正しかろうが誤っていようが，かかる

推論は，制定法上の権限がなければ存在しない注意義務を制定法上の権限が生

じさせうるという命題を支持するものではない。

　Po彫渉玲6h！Oo．L鼠∂．∬o耀（務吻［1970］A．C．1004事件判決もまた，

E襯S励焼事件判決においてRomer裁判官により述べられた一般的原則に

対して疑問を投げかけた。E副S珈1々事件に対する唯一の言及は，反対意見

のDilhome裁判官によるもの（1050G－H）である。本院のすべての裁判官は

その［＝Z）o膨！y眈hオ］事件を主張されている義務違反が制定法上の権限の

単なる不行使の事件であるとはみなしていないことは明らかである。過失は，

少年院の官吏が行ったこと，すなわち，制定法上の権限を利用し少年たちをボ

ートの所有者に対する予見可能な危険をなしうる島へと連れて行き，彼等が夜

中に逃走するのを防ぐ注意を払わなかったことによるものであった。貴族院裁

判官の関心は，主張されている義務違反が制定法上の裁量権の行使を伴うとい

う理由で国は抗弁を有するか否かということ，または，損害が少年院に収監さ

れている者による犯罪行為により生じたという事実により国の義務違反との因

果関係が切断されるかというものであった。どちらの抗弁も退けられた。

7．z4η％s∂．み467Joη五〇％40刀Bo70％gh　Co観6〃事件判決

　純粋に経済的な損失に関して当局は注意義務を負っていたと本院が判示した

限りにおいて，。4ηηs事件判決は〃％ゆ勿∂．Bz6％伽oo4PZs師6渉Co％no〃

［1991］1A。C．398事件判決により覆えされている。本院は，当局が有形的損

害に関して義務を負っているか否かの問題に対しては，いまだ答を出していな

い。もっとも，この問題に関する貴族院裁判官の発言の調子はいくぶん懐疑的

であるというのが公正であるように私には思われる。しかし，今や問われる必

要があるのは，［。4η郷事件判決の］推論が，予見可能な有形的損害に関して，

かかる損害から人々を守るための制定法上の権限に基づいている，公当局が負
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う，注意義務の存在を支持するか否かである。

　主たる判決を述べたWilberforce裁判官は，まず，注意義務の存在に対す

る良く知られている二段階の基準を述べた。これは，不注意が損害を生じそう

であることが合理的に予見可能な場合には注意義務が存在するという一応の

（prime　facie）前提から出発し，そして，「義務，または義務の対象となりう

る人の種類，もしくはその義務の違反が生じさせるであろう損害の範囲を，否

定，縮減あるいは限定す」べき何らかの考慮事由が存在するか否かを問うこと

を含むものである。貴族院および枢密院のその後の判決は，別の方法でこの問

題に対応することを好んでいる。すなわち，今までに義務が存在すると判示さ

れてきた状況から出発し，そして，新しい状況に及ぷまで義務を拡大すること

を支持する類似性，政策，公正さ，および，正義という考慮事由が存在するか

否かを問う方法である。政策等の考慮事由が適切に分析されれば，どちらの方

法からはじめようと問題ではないということができる。

　他方，分析が間違っているなら，出発点の違いは大きな相違をもたらす。先

例の傾向は，損失を被った者は誰でも損失をもたらしたといいうる作為または

不作為をなした者（望ましくは，被保険者または公当局）から賠償を得る一応

の権利があるという前提を敬遠している。

　このことは，もちろん，、4槻s事件判決における実際の分析が誤っていたと

いうことを意味するものではない。事件は事件の本案に基づいて検討されなけ

ればならない。Wilberforce裁判官は，二つの前提に基づく当局の主張を取り

扱わなければならなかった。最初の前提は，第一に当局が検査する義務を負っ

ていないなら，過失ある検査をしたことを理由に責任を負わされない，という

ものであった。第二の前提は，E観S励lh事件判決におけるRomer裁判官

の原則に依拠していた。すなわち，単なる制定法上の権限を有する公当局は，

そのことで，かかる権限を行使するコモン・ロー上の義務を負うものではない

というものであった。Wilberforce裁判官は最初の前提を否定しなかった。こ

れは私には正しいことであると思われる。公当局が検査する義務を負っていな

いなら，制定法上の権限の効力によるものであれ，他の何らかの根拠に基づく

ものであれ，当局は行為したが，過失により，原告に利益をもたらさなかった

という理由で，または，原告が損失を被るのを防がなかったという理由で，当

局が責任を負わされることはありえない。もちろん，当局の過失ある行為によ

り原告が当局がまったく行為しなかったなら置かれたであろう立場よりも悪い

立場に置かれたなら，状況は異なる。しかしながら，Wilberforce裁判官は，
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当局の第二の前提を実際否定した。同裁判官の推論は以下のようである（755

頁）。

　　「これはあまりに荒削りな主張であると私は思う。その主張は，地方当局

　がその地域における大衆の健康に対する明白な責任を伴う，制定法に基づい

　て活動する公的機関であるという事実を見逃している。地方当局は，責任を

　もって，そして，制定法上の目的と一致する理由のために，裁量上の決定を

　しなければならないし，実際，している。……当局がこのやり方で裁量権を

　行使しないのなら，裁判所での挑戦を受けうる。したがって，当局が検査す・

　る義務を負っていないということは，問題状況の十分な説明ではない。当局

　は，検査すべきか否かの問題に対する適切な考慮をする義務を負っている。

　換言すれば，検査しなかった場合に，攻撃からの当局側の免責（immu－

　nity）は，非常に大きいが，絶対ではない。そして，免責が絶対ではないの

　で，『検査する義務がなければ，検査の際に注意する義務はない』という命

　題の必要な前提がなくなる。」

コモン・ロー上の注意義務は，したがって，「検査すべきか否かの問題に対す

る適切な考慮をする」当局が負っている公法上の義務に由来する。しかしなが

ら，かかる公法上の義務が，それ自体で，注意義務を生じさせないのは明らか

である。公的機関は，ほとんど常に，権限を行使すべきか否かを検討する公法

上の義務を負っているが，しかし，そのことは，かかる権限が実際に行使され

るべきことを求めうる注意義務を当局が必然的に負っていることを意味するも

のではない。S％！h67」観4Sh舵Co観6ズ1∂．Eの窺催157C．L．R．424事件判決で

は，Mason裁判官は述べた（465頁）。

　　「公当局は，職務執行命令で強制可能な，権限を行使すべきか否かの問題

　を適切に考慮する公的義務を負っている場合があるが，かかる義務は，権限

　行使に関して公当局に対する注意義務と同じではありえないし，注意義務を

　課すための根拠とみなすこともできない。職務執行命令は当局が有する裁量

　権を当局が適切に考慮することを強制するが，それだけである。」

職務執行命令は権限行使をさらに考慮することを求めることができる。しか

し，ネグリジェンスの訴えは当局がすべきであったことに遡って目を向ける。

いかなる原則に基づいて，公当局について，公当局は権限行使を考慮する公的

義務を負っているのみならず，それゆえ，行為しなかったことを理由に公的資

金に対する賠償請求を生じさせる行為する私法上の義務を負ってもいる，とい

えるのか。。4槻s事件判決では，Wilberforce裁判官は述べている（754頁）。
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　　「この種の訴えが作り出す問題は，これらの公法上の権限と義務に加え

　て，あるいはおそらくそれらと共に，個人が民事裁判で損害賠償を求めうる

私法上の義務を法が課す状況を定めることである。」

これらの状況を定めるためにA朋s事件判決が提供した唯一の道具は政策

（policy）と作用（operation）の区別である。Wilberforce裁判官は述べた。

　　「公当局または公的機関に関するほとんどの，実際おそらくすべての，制

　定法は，広範な政策の領域を含んでいる。裁判所は，これを，決定を下すの

　は裁判所ではなく当局または機関であるという意味で，『裁量』と呼んでい

　る。多くの制定法は，政策決定の実際の執行を規定もしているし，あるい

　は，少なくともそれを前提としている。このことの都合の良い説明は，政策

　あるいは裁量の領域に加えて，作用の領域がある，と述べることである。政

　策上の領域と作用上の領域とのこの区別は都合が良く事柄を分かりやすくす

　るものであるが，それはおそらく程度の区別である。つまり，多くの『作用

　上の』権限または義務には何らかの『裁量』の要素が含まれる。安全にいい

　うることは，権限または義務が『作用的』であればあるほど，コモン・ロー

　上の注意義務を権限または義務の上に付け加えることが容易である，という

　ことである。」

　E観S励Z々［1941］A．C．74事件判決およびSh砂吻雇∂．GlossoφCoゆo搬

吻％［1921］3K．B。132事件判決は，政策または裁量の問題を伴うものとして

区別された。他方，基礎の検査は，「著しく作用的」で，したがって，検査権

限は注意義務を生じさせた。Eαs！S励漉事件判決におけるRomer裁判官の

原則は，権限行使が政策決定を伴う事件に限定された。

8．政策および作用

。4槻s∂．沸4ε吻n五〇雇oηBo70％gh　Co観6〃事件判決以来，イギリスおよび

コモンウェルスの双方において，E襯S励1た事件判決における原則が公当局

に与えた保護を破ることが正しいか否かについて様々な見解が存在している。

S％云h671伽4Sh舵Co％noづ1∂．飾ッ耀n　l57C．L．R．428事件判決で，Breman裁

判官はそうすることは間違えであると考えた（483頁）。つまり，簡単に，制定

法上の「できる」からコモン・ロー上の「ねばならない」を導き出すことはで

きない，と。しかし，私は，同裁判官は裁判所のなかでそのような徹底した強

い考えに固執した唯一の裁判官であった，と考える。しかしながら，明らかと

なっていることは，政策と作用との区別は，注意義務を課すことが適切である

か否かを見い出すための適切な道具ではない，ということである。1～伽伽g∂．
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74勧zo　P名o喫痂6s五鼠［1988］A．C．473事件判決において，Keith裁判官は

述べた（501頁）。

　　「［本院が］傾く意見は，かかる区別は，責任の試金石を与えるものでは

　なく，むしろ，その区別は，限られた資金の配分や危険の分配に関する裁量

　上の決定が顕著な例である，過失ある決定がなされたか否かの問題は司法上

　の解決になじまないという性質を帯びている決定が攻撃されている事件を，

　すべて排除する必要があることを表現している，というものである。……こ

　の考えが正しいのであれば，この意味で関連ある決定を政策または計画決定

　として分類することは責任を排除しうる。しかし，決定がこの範疇に入らな

　いという結論は，本院の意見では，注意義務が必然的に存在しているという

　ことを意味しない。」

　この区別が不適切な理由は少なくとも二つある。第一の理由は，Wilberfor－

ce裁判官自身が指摘したように，その区別はしばしば捕えどこらがない（elu－

sive）ことである。このことは，特に，金銭の出費を伴う公的な利益を提供す

る権限について当てはまる。実際，そのような利益の提供に関するすべての決

定は，それがいかに些細なものであれ，時期または額の点で公当局の予算に影

響を与える。、4nns事件判決の中でWilberforce裁判官が，委員会の行為は，

「作用上の」ものだけれど，「十分に裁量的な領域にはいるので，注意義務の存

在を主張する原告の果たすべきことは困難なものであった」と述べた（757頁）

E観S珈盈事件判決は，非常に良い例である。しかし，もう一つの理由は，

たとえ区別が非常に明快で，公当局がその権限を行使しないことが（用語の公

法上の意味で）不合理（irrationa1）となるという意味で裁量の余地を残さな

い場合でさえも，法はコモン・ロー上の注意義務を付け加えるべきだというこ

とにはならないことである。このことは，公当局が大衆またはその一部にサー

ヴィスまたは他の利益を提供する制定法上またはコモン・ロー上の義務を負っ

ている場合をみれば，理解されうる。そのような場合には，裁量の余地はない

が，それでも裁判所は，自身にサーヴィスが提供されなかったことで損失を被

った大衆の一人は制定法上の義務違反またはコモン・ロー上の過失を理由に必

然的に訴訟原因を有する，とすすんで判示することはないのである。

　制定法上の義務に対してこの原則が適用されている例は多数ある。公的義務

とかかる義務に対する違反を理由とする損害賠償責任との間の分離のおそらく

もっとも関連ある例は，公道を修繕する昔のコモン・ロー上の義務であった。

コモン・ローは，村（parish）の住民にそのための財政的負担を課していた。
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しかし，コモン・ローは，公道の検査官が修繕をしなかったことで侵害を受け

た公道の利用者に対して賠償金をさらに支払う負担を住民に課す必要があると

はしなかった。その義務は正式起訴によってしか強行しえなかった。この準則

は，維持義務が制定法により道路管理当局に移されるまで，適用され続け，

1961年公道（雑規定）法第1条によりはじめて廃止された。同様に，研ll∂．

Ch24Co％s励16げ恥s‘勤娩sh加［！989］A．C．53事件判決では，刑事犯を

捕まえる警察の公的義務は，警察が過失により犯人を捕まえなかったことで侵

害を受けた大衆の一人に対する注意義務を生じさせるものではない，と判示さ

れた。同判決は主に，警察が捜査をする際に必然的に有する広範な裁量の要素

に基づいていたが，しかし，その判決では主張された義務違反が公法上の不合

理さを生み出す事件においてさえも，責任を排除している。

　公的資金に関しては，これは完全に合理的な態度である。公的費用でサーヴ

ィスを提供することと，サーヴィスを提供しないことが損失に結び付いた場合

に賠償を要求することは別問題である。後で述べる信頼の場合を別にして，最

初からサーヴィスが提供されなかった場合にも，同一の損失を被ったであろ

う。賠償の支払いを求めることは，公費に対する負担を増す。そのような追加

の負担を課すまえに，裁判所は，そのことが国会の意図したことであったこと

を得心しなければならない。

　制定法上の義務が私的な訴訟原因を生じさせるか否かは，解釈の問題であ

る。違反に対して賠償の権利を付与することが意図されていたか否かを決定す

ることは制定法のなかの政策を検討する必要がある。コモン・ロー上の注意義

務の存在を支持するために制定法に依拠しうるか否かは，訴訟原因は制定法自

体から生じないので，正確には解釈の問題ではない。しかし，それでも制定法

のなかの政策は，その決定にとって極めて重大な要因である。制定法上の職務

を履行する公当局が負う注意義務に関連して，X（ハ4初o欝）∂．．β6伽74sh舵

Co観砂Co％n6〃［1995］2A．C．633事件判決において，Browne－Wilkinson

裁判官は述べた（739頁）。

　　「そのようなコモン・ロー上の義務が存在するかどうかの問題は，そし

　て，もし存在するなら，その範囲は，訴えられている行為がなされた制定法

　の枠に多いに影響を受けなければならない。」

　同様のことが，制定法上の義務を履行しないことについても当てはまる。か

かる義務が違反を理由とする私的訴権を生じさせない場合に，それでも，義務

が履行されなかったことで生じる予見可能な損失を理由に公当局に賠償責任を
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負わせるコモン・ロー上の注意義務を制定法上の義務が生じさせるのなら，そ

れは異常なことであろう。例えば，利益またはサーヴィスが提供されない場合

に損失が生じるということは，しばしば予見可能である。制定法のなかの政策

が制定法上の賠償責任を作り出すものでないのであれば，同一の政策が，通常

は，コモン・ロー上の注意義務の存在を排除すべきである。

　単なる制定法上の権限の場合には，立法府が義務を作り出すのではなく裁量

権を付与することを選択したというさらに重要な点がある。もちろん，事柄上

十分な正確さで義務を書き示せないために，国会が権限を付与することを選択

した場合もありうる。それにもかかわらず，権限を行使しないことが不合理で

ある状況では，権限を行使しないことで，あるいは，権限を適切に行使しない

ことで損失を被った者は賠償の権利を有する，と想定されるかもしれない。し

たがって，私は，制定法上の「できる」は決してコモン・ロー上の注意義務を

生じさせないとはいわない。私は，E襯S励1た事件判決のなかでRomer裁

判官により述べられた原則に対する例外をみηns事件判決が作り出したこと

が問違っていたか否かの問題を未解決のままにすることを選び，そのような義

務が生じる場合があると指摘されている（「一般的信頼（general　reliance）」

のような）状況を検討することに進みたいと思う。しかし，国会が裁量権を付

与したという事実は，権限を付与している制定法のなかの政策は賠償の権利を

作り出すものではなかったということの何らかの現われに違いない。したがっ

て，制定法のなかの政策を考慮する必要があるということは，例外が稀である

ことを意味している。

　したがって，要約すると，私は，制定法上の権限が存在していることに，注

意義務を基づかせるための最低限の前提条件は，もしそれが可能であるのな

ら，第一に，権限を行使しなかったことが合理的でなく，つまり，実質的に，

行為する公法上の義務が存在しており，第二に，権限を行使しなかったことで

損失を被った者に対して賠償がなされることを制定法のなかの政策が求めてい

ると考えられる例外的な根拠が存在することである。

9．特定的信頼および一般的信頼

　すでに述べたように，S磁h67♂観4Sh舵Co観6ガ1∂．飽y窺伽157C．L．R。424

事件判決においてBreman裁判官は，権限が行使されるという期待を公当局

が作り出し，かつ，原告がかかる期待に対して信頼（reliance）を置くことで

損害を被ったのでなければ，制定法上の権限はコモン・ロー上の注意義務を決

して生み出すものでない，と考えた（483頁）。周知の例は灯台管理当局で，そ
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れは，灯台を建設し維持する権限を行使することで，船員たちの間に灯台が危

険を警告してくれるという期待を作り出す。そのような状況では，当局は，合

理的な予告なしに灯火を消さない注意義務を負う。表示（representation）と

信頼に基づくこの形の責任は，当局の権限の公的性質によるものではなく，何

らの問題も生じない。

　しかしながら，同じ事件でMason裁判官は，公的権限が注意義務を生じさ

せる場合がありうる異なった基礎を示した。同裁判官は述べた（464頁）。

　　「原告の合理的な信頼が，当局が十分な注意をもってその職務を履行する

　ことに対する一般的な依存を，被告側の寄与的行為も損害に至る原告側の行

　為も必要とせずに，生じさせる場合があるだろう。この意味での信頼または

　依存は，一般に，個人が自己を守るために適切な措置を採ることができな

　い，あるいは，できない場合があるほど大規模で複雑であると立法府により

　認められている，身体傷害の危険を避けるため，または，それを最小にする

　ために意図された権限の付与（および行使）の産物である。この状況は，一

　方（個人）には権限が行使されるという一般的期待を生じさせ，他方（当

　局）には権限の行使に対する一般的信頼または依存が存在しているという認

　識を生じさせる。……航空輸送の管制，航空機の安全検査および消防当局に

　よる建物の火災への対応……は，この形の職務の例で十分あろう。」

　注意義務を課すためのこの根拠は「一般的信頼」と呼ばれている。それは，

通常の信頼法理とほとんど共通点を持たない。原告は，権限が行使されること

に対する期待に依拠する必要はないし，権限が存在していることを知っている

ことさえ必要とされない。それは，むしろ，地域社会における一般的な期待を

指しているように思われるが，かかる期待を個々の原告が共有している場合も

あるし，共有していない場合もある。制定法上の権限が行使されるという広く

行き渡った思い込みが，経済的および社会的行動の一般的なパターンに影響を

与える場合がある。例えば，保険料は，検査または事故防止のための制定法上

の権限は通常ある種の危険が生じることを防ぐという期待を考慮に入れてい

る。したがって，一般的信頼の法理は，一般大衆の構成員が採る行為のなかで

の制定法上の権限の役割を検討する必要があり，その顕著な例が，動％名砒処

41C勿Co観6〃∂．1血窺1初［1994］3N．Z．L．R．513事件におけるRichard－

son裁判官の判決（526頁）である。

　一般的信頼の法理にとって重要であると思われることは，制定法上の権限に

基づいて提供される利益またはサーヴィスは，公当局がするであろうと期待さ
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れていることが正に何であるかが示しうるために，一様（uniform）で日常・

機械的な（routine）性質のものでなければならない，ということである。欠

陥の検査権限は，明かに，このカテゴリーに入る。この問題の別のみかたは，

もし特定のサーヴィスが日常・機械的に提供されているなら，公当局がある場

合にそのサーヴィスを提供し，別の場合には恣意的に提供しないのであれば，

それは，不合理である，ということである。明らかに，このことが，、4nηs事

件判決において本院が基礎を検査する地方当局の権限が注意義務を生じさせる

と考えた主たる根拠であった。

　しかし，すでに述べたように，権限を行使しないということが不合理である

という事実は，満たされなければならない条件の一つにすぎない。権限が行使

されない場合に，金銭賠償の権利を付与する政策が認められる必要もある。

Sκ云h67」観4Sh舵Co観6Jl∂。∬6脚翻157C．L．R．424事件判決において，

Mason裁判官は，大衆が自身で守ることのできない危険から大衆の構成員を

保護することが権限に意図されているならそのような政策は推定される場合が

ある，と考えた（464頁）。すでに述べたように，1n∂6z6α顧ll事件において，

ニュー・ジーランドの控訴院判決［1994］3N．Z．L．R．513および枢密院判決

［1996］A．C．624は，かかる政策を社会・経済的行動の一般的パターンのなか

に見い出した。説明する理由のために，本件を一般的信頼のなかに持ち込むこ

とができる根拠があるとは思わないので，私は，これ以上一般的信頼の法理に

ついて調べようとは思わない。私は，その適用は制定法上の権限の期待されて

いる行使が地域社会の行動のなかで果たす役割に対する非常に注意深い分析が

必要であるかもしれない，ということだけついでに述べたい。例えば，消防隊

は，人々が自分自身を守ることができるとは考えられない状況で人々を守るた

めに存在しているということは，ある意味では正しい。他方，人々は火災の危

険に対して保険を掛けることで自分自身を守ることができるし，実際そうして

いる。通常，保険会社に対する代位権により効力を生じる賠償の権利を，過失

ある消防当局に対して求めるべきかは，明らかではない。非効率に対する一般

的な抑止となるということが唯一の理由となろう。しかし，抑止のためには，

公的資金から保険会社に賠償することよりもよい方法があるに違いない。そし

て，保険料は，確かに，消防団の存在と迅速に現場に到着する可能性を考慮に

入れているが，消防当局が過失によりその公的義務を履行しない稀な場合に賠

償金が支払われないという理由だけで，保険料が大きく異なるかは明らかでは

ない。
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10．カナダにおける・4nηs∂．〃161吻η五〇％40％Bo70％8h　Co観躍事件判決

　本件の事実関係に至る前に，。4朋s事件判決に従ったカナダの事件について

触れておく。それらの事件が関連するのは，いくつかの事件にはコモン・ロー

上の注意義務を生み出す道路当局が有する制定法上の権限に対する信頼が含ま

れているからである。さらに，カナダの連邦最高裁判所は，政策と作用との区

別以外の何らの識別の原則をも用いないでその結論に至ったように思われるか

らである。

　．融7鰯〃∂．切s！7魏げ1▽oπh　y碗60％∂67（1980）114D．L．R．（3rd）577事件

では，原告は自転車に乗っていた際に窪みに乗り込んで怪我をした。地方当局

は，道路を修繕する権限を有していたが，義務は負っていなかった。当局は，

二週間に一度道路を点検する方針を採っていた。窪みは，明かに，一週間前に

行われた前回の点検の後にできた。第一審裁判官は，地方当局はより頻繁に点

検しなかった点で過失があった，と判示した。連邦最高裁は，∠4朋s事件判決

を適用して，点検の頻度は政策上の問題であり，過失責任の基礎を構成しえな

い，と判示した。他方，ルs渉∂．B72漉h　Col％郷伽（1989）64D．L．R．（4th）

689事件では，点検の頻度は作用上のものであると判示された。原告の車は，

氷と雪でゆるんで丘から路上に落ちてきた漂礫にぶつかった。British　Colum－

biaの道路局は，道路を維持する制定法上の権限を有しており，ゆるんだ漂礫

を発見するための岩状の斜面を点検する方針を採っていた。最高裁判所は，十

分な頻度で点検しないのであれば，それは当局の過失である，と判示した。

βozo6箆　z7．β7づガsh　Col％”zわ」‘z　（ノ砿伽zZs云67　（ゾ　丁名とz，z幼07孟αあon　‘z％4　π磐hzθ礎ys）

（1994）112D．L．R．（4th）1事件では，原告は原告のトラッタが寒い10月の天

候のもとで生じた識別しにくい氷の上をスリップして負傷した。原告は，道路

管理当局は氷ができるのを防ぐために路上に塩と砂を蒔いておくべきであっ

た，と述べた。裁判所は，10月に入っても夏期のあまり頻繁に路上維持を行わ

ない予定表を用いる当局の決定は政策の問題である，と判示した。したがっ

て，冬期用の予定表を早期に用いることで事故を避けえたとしても，当局には

過失はなかった。

　これらの事件は，注意義務が存在すべき時を決定するための説得力ある基準

を提供するには，政策と作用の概念は不適切であるということを例証している

ように私には思われる，といわざるをえない。それらの事件で行われた区別

は，裸眼ではほとんど見ることができない。私は，後の二つの事件における

Sopinka裁判官の力強い反対意見を好む。
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11．道路管理当局の義務

　交差点を改善するために当局が措置を採ることを求める注意義務を当局が負

っていたか否かの検討に戻る。かかる義務の唯一の根拠は，特定的には1980年

法第79条に基づき，そして，一般的にはBRの同意を得て改良工事を行う，当

局の制定法上の権限であるので，私は，当局が交差点について知っていたこ

と，あるいは，知っているべきであったことに照らして，当局には工事を行う

公法上の義務があったか否かを問うことから始めたい。このことは，当局が工

事を行うために裁量権を用いないことが不合理であることを求める。第一審裁

判官はこの問題に取り組まなかった。同裁判官は，「予算上の考慮が制約とな

らない問題状況［＝事故現場の交差点］を取り扱うための決定がすでになされ

ていた」ことで十分である，と考えた。

　Longhurst氏とDe11er氏が工事を行うことで合意していたという事実は，

当局が工事を行わなかったということが不合理（unreasonable　or　ir－

rational）であるということを立証するものではない。それは，まったく無関

係なこと（non　sequitur）である。控訴院は，工事を行う「決定」が政策と裁

量の問題に片を付け，工事が行われるときに関する作用上の問題しか残されな

い，と理由付けたように思われる。しかし，これも私には誤りであるように思

われる。工事の時期と金銭が使われる予算年度は，確かに，原則的に工事を行

う決定と同様に，裁量上の問題である。そして，なぜ当局が置かれる立場は，

Longhurst氏がDeller氏の報告書を未決書類入れの底に入れ忘れてしまった

場合よりも，悪化しなければならないのだろうか。もしそのようなことが生じ

たのならば，当局は権限行使に対する適切な考慮をすべき公法上の義務に違反

した，といわれる。おそらく，そうであろう。しかし，そのことで本件が十分

に前進するわけではない。当局がもし問題を考慮したのであれば，工事を行う

ことを当局が決定せざるをえない，といえることが依然必要であろう。したが

って，工事を行わない決定が不合理であったか否かの問題に立ち戻る。

　さらに，決定がなされているということは状況を簡略化しすぎている。

Longhurst氏は工事が行われる特定の時期を何ら確定していない。Deller氏

が述べたように，「日程を決めていな」かった。同氏は，工事が一年かかろう

が，二年になろうが，三年だろうが重要ではない，と考えていた。BRに手紙

が送られたときには，警察の車両が関連した1988年の事故はまだ起こっていな

かった。また，それが起こったことは，Longhurst氏にもDe11er氏にも知ら

されなかった。第一審裁判官は，その事故について知らされていたのなら，両
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人は多いに緊急性を感じたであろう，と判断した。しかし，同裁判官は，

South　Norfolkのすべての交通事故をLonghurst氏が知るためのシステムを

当局が採用すべきであったという認定はしていない。そのようなシステムはま

ったく非現実的であろう。毎年Norfolkでは3500件の人身事故が起こり，そ

の詳細は単にコンピュータに登録され，そこからNorwichにある事故調査局

が特別な注意を必要とする「危険地点」を特定した。支出に関してもまた何ら

の確たる決定はなされていなかった。De11er氏は，工事は小額工事のための

Longhurst氏の裁量上の予算に収まる1000ポンドを下回る，と考えていた。し

かし，同氏は，「もっと，もっとかかるだろう」という設計技師に彼が相談す

るまでは，費用に関して確信していたわけではない，と述べた。この警告は事

態の成り行きにより正当化されている。Stovin氏の事故の後で，事故調査局

のBrian　Meadows氏は交差点を調査し，土手は修繕計画用の小額の予算内に

は入らない，と述べた。

　第一審裁判官は，当局が工事を行わなかったことは不合理であったか否かに

関して認定をしていない。事故調査局局長のReid氏の争われていない証言で

は，工事を行うことは非常に困難であった。法廷における証言（evidence　in

chief）で，同氏は1988年3月の事故に関して尋ねられた。

　　「問二あなたに関する限り，もし有るとすれば，その事故の重要性は，

　BRとの間で起こったことを背景にすると，その場所で工事が行われること

　に対して与えられる優先順位に関して相違をもたらしましたか。答二実際

　上，我々の注意と資金はより高い事故の記録がすでにある県内の多くの場所

　に向けられているので，事故修繕予算内における優先順位に相違はなかった

　であろう。」

反対尋問においても，このことが不合理な態度であることを示すものはなかっ

た。

　したがって，私には，交差点に何かなすべきかの問題はどの時点においても

当局の裁量の領域内に確実に収まっていた，と思われる。したがって，当局は

工事を行う公法上の義務を負っていなかったので，注意義務を課すための第一

の条件は満たされていなかった。

　しかし，たとえ第一の条件が満たされているとしても，第二の条件が満たさ

れていないと私は考える。公法の問題として，道路管理当局は工事を行うべき

だと想定しても，私は，工事が行われなかったことで損失を被った者に対して

賠償する責任を公法上の義務が生じさせるといいうる根拠がある，とは思わな
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い。本件では，当局が交差点を改善することに対する信頼の問題は存在してい

ない。交差点が依然として同じ状態であることは誰にでも分かることであっ

た。Stovin氏は，他の者に対して日常・機械的に与えられる利益を，恣意的

に否定されたわけではなかった。交差点の点では，同氏は他の道路利用者と正

に同様に取り扱われていた。本件では，一様に確定しうる利益やサーヴィスの

提供に関わっているのでないので，一般的信頼の法理の基礎がかけている。す

べての危険な交差点，インターあるいは道路はそれぞれ異なっており，そこを

改善するために何かなすべきかに関する別個の決定を必要とする。注意義務が

存在すると判示されたカナダの事件はすべて改善ではなく日常的な点検と維持

に関係するものであったことは，意味のないものではない。

　私はすでに，道路の維持は，1961年までは，義務違反のために損害を被った

者に対して賠償責任を負わない公的義務の顕著な例であると述べた。注意義務

を発生させるために原告が主に依拠している1980年法第79条は，最初は，1925

年道路改善法（Roads　Improvement　Act1925）第4条として制定された。道

路を維持する制定法上の義務に違反したとしても，そのことで損害を被った者

に対する賠償責任が存在しなかった時代に，立法府が，権限行使に関連する注

意義務が存在し，権限を行使しないことで侵害を被った者に賠償責任を生じさ

せるべきであると意図した，とみることは私には不可能なことであるように思

われる。

　私の見解では，権限を行使しないことが不合理であるという理由に基づいた

としても，道路管理当局に対する注意義務を作り出すことは，必ず，当局の予

算上の決定を裁判所による調査にさらすことになる。このことは，地方当局の

優先順位を歪めることになる。私は，公当局が負う注意義務を拡大する前に，

責任を避けるために採られそうである消極的対応が地域社会に与えるコストに

ついて検討することが重要であると思う。。4朋s事件およびそれに従った事件

の一つの結果が，地方当局の検査官が必要以上に強固な基礎に固執する傾向に

ある，ということは驚くことではない。本件のような事件では，道路のレイア

ウトを改善する際の低レヴェルの水準に対する抑止として注意義務を用いるこ

とができるとは思わない。イギリスの道路網は，大部分が，地方当局の存在よ

りも早くから存在していた事実を考えると，裁判所はその改善の適切な水準が

何であるかを述べる立場にない。それは当局の裁量の問題に違いない。他方

で，責任を認めないことが道路利用者を保護を与えない状態のままに置くこと

にはならない。車の運転者はあるがままの道路網を受け入れなければならな
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い。危険なカーブやインターや交差点が有ることをだれもが知っている。十分

な注意を払うのは，第一次的には，車の運転者の義務である。そして，Wise

さんのように，もし注意を払わない場合には，犠牲者に対して賠償を与える強

制保険がある。地方当局を被告に付け加えることを求める政策または正義の理

由はない。したがって，私は，上訴を棄却する。

　（Goff裁判官およびJauncey裁判官はHoffmam裁判官の意見に同意。）

　（2）Nicho11s裁判官反対意見の概略

　当局は危険を作り出したわけではないので，出発点は，当局に行為すべき義

務があったのか否かである。つまり，当局が作り出したわけではない危険を取

り除かなかったことで，コモン・ロー上の義務に違反したか否かの問題であ

る。

　当局はたんなる傍観者ではない。当局には，危険の源を取り除く制定法上の

義務はないが，そうする制定法上の権限があった。

　本件は公法上の責務を遵守すること以外の責務を当局に課すものは何も存在

しない。公法上の責務は，合理的な道路管理当局に対して期待される水準を達

成することを求める。もし，コモン・ロー上の責務が存在するなら，それは，

公法上の責務と同様に，合理的な当局として行動することであるのであろう。

当該当局は，合理的な当局であればしないであろう方法で行為し，それが違反

に当たる。この点で，コモン・ロー上の義務は，公法上の義務によりすでに当

局に課せられている責務以上のものを課すわけではない。

　そこで問題になるのが，公法上の義務に違反することが損害賠償の責任を生

じさせるのか否かである。国会が当局に権限を与えているにすぎない場合に

は，それだけでコモン・ローが当局に賠償責任を課すことは合理的ではない。

賠償責任を課すには，権限が単に存在していること以上の特別な状況が存在し

なければならない。その際に考慮される要因は，多数（例えば，制定法の対象

としている中味，義務または権限の意図された目的，コモン・ロー上の義務を

課すことが本来の機能の妨げになるか否か，損失の性質，原告の自身を守る能

力，当局に対する信頼の理由の存否，）存在する。

　侵害が身体傷害であること，当局は危険の存在を認識していたこと，当局が

公法上の責務に従って行為していれば事故が起こらなかったこと，国会は当局

の不作為に対しても損害賠償の責任を負わせていたこと，制定法の目的は安全

の確保であるが，侵害を被った者にとっては公法は救済の役に立たないので，

コモン・ロー上の義務がそのギャップを埋める必要があること，コモン・ロー
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上の義務を課してもまったく新しい領域を作り出すものではないこと，コモ

ン・ロー上の義務が当局により負担となる義務を負わすものではないこと，か

らすると，近接性が認められる特別な状況が存在するといえる。

　（Slynn裁判官はNicholls裁判官の反対意見に同意。）

第2　解　　説

1　貴族院判決多数意見（Hoffmam裁判官）の理論構造

　ここでは，多数意見を述べたHoffmam裁判官の判決から，その理論構造

を抽出する。まず，出発点として，Hoffmam裁判官は，不法行為上，地方当

局は私人と同じ立場に立つのかという問題に対して，公的機関であっても，原

則上は，私人と同じ立場に立つという前提を示す。

　次に，本件において地方当局に対して責任を課すことができるとすれば，そ

れは作為を理由とする責任なのか，それとも，不作為を理由とする責任なのか

という問題を検討した。この問題に対して，Hoffmam裁判官は，作為を理由

とする場合には，地方当局の行為により直接的に損害が加えられなければなら

ないので，問題とされる地方当局の行為は不作為である，と判断する。

　そこで，不作為を理由に責任が課されうる場合を，特に，土地占有者の責

任（1）を例に採り，検討した。本件では，事故を引き起こす原因となった視界を

妨げている土地を地方当局が所有・占有していたわけでないこと，また，たと

え，所有・占有していたとしても，通行権が存在し誰でも利用できる公道の管

理責任者と，立ち入る者を制限できる土地の所有者・占有者との間には相違が

有るという理由で，土地の占有者に対する不作為責任と同様な責任を，道路管

理当局に課すことはできないとした。

　このように，Hoffmann裁判官は，原則上，地方当局は私人と同じ立場に立

つことを認めつつも，本件事実関係のもとでは，私人に対して責任を課すこと

ができる法準則に基づいて地方当局に責任を負わせることはできない，と考え

た。そこで，本上訴審における上訴人の中心的主張である，制定法上の権限が

存在することでコモン・ロー上の注意義務が発生するのかという問題に取りか

（1）具体的には，磁碧π～∂ε∂．Gol4耀％（1963）110C．L．R．40事件判決，およ

　び，同判決から枢密院に上訴がなされたGol4耀n∂．Hα碧昭∂d1967］1A．

　C．645事件判決。
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かる。この問題に関連する先例のなかから，特に，E襯S励疏事件判決（2）と

・4n郷事件判決（3）を取り上げた。

　まず，E襯S珈1々事件判決に関しては，同判決が，制定法上の権限が単に

付与されているにすぎない場合には，権限を行使しないことで損害を被った者

がいたとしても，そのことを理由に公当局に責任を負わせることはできないと

する原則を打ち立てた判決である，と位置付けた。これに対して，制定法上の

権限を，権限行使の決定に対する裁量が公当局に対して認められる「政策」の

領域と権限行使を求められる「作用」の領域に分け，そして，「作用」の領域

にはいる権限が行使されない場合には，コモン・ロー上の注意義務が発生する

場合があることを認めたのが，∠4朋s事件判決であった。つまり，且ηηs事件

においては，「作用」の領域では，制定法上の「できる（may）」はコモン・ロ

ー上の「ねばならない（ought）」に変わりうることが示された，とした。

　そこで，Hoffmam裁判官は，制定法上の権限の存在からコモン・ロー上の

注意義務を導き出すための道具として，「政策」と「作用」という二分論が適

切であるか否かの問題を検討した。この問題に対して，Hoffmam裁判官は，

二つの理由でかかる二分論は不適切であると答える。第一の理由は，「政策」

と「作用」という区別は，多くの場合，程度の差にすぎず，明確な一線を引く

ことが困難なことから，かかる区別は捕えどころがない（elusive）ものであ

る，ということであった。第二の理由は，公当局が権限を行使しないことが不

合理となるほど裁量の余地がない場合でさえも，法がコモン・ロー上の注意義

務を付け加えるべきだということにはならない，ということであった。もっと

も，Hoffmam裁判官は，そのことで，制定法上の「できる」は決してコモ

ン・ロー上の注意義務を生じさせないとも考えなかった。

　そこで，Hoffmam裁判官は，制定法上の権限の存在からコモン・ロー上の

注意義務が生じるための最小限の条件を二つ挙げた。第一の条件は，権限を行

使しなかったことが不合理であること，つまり，実際上，行為すべき公法上の

義務が存在したこと，であった。そして，第二の条件は，権限が行使されない

ことで損失を被った者に対して賠償を与えることを，例外的に，権限を付与し

ている制定法のなかに示される政策が求めていると考えられること，であっ

た。

　このように示される条件を適用することで，実際に，制定法上の権限からコ

（2）　［1941］A．C．74。

（3）　［1978］A。C．728．
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モン・ロー上の注意義務が発生しうる具体的な例として，Hoffmann裁判官

は，「信頼」について言及した。そして，信頼を特定的信頼と一般的信頼に二

分した。特定的信頼が認められる場合は，個々の原告と被告との間に，原告に

よる被告に対する信頼と被告による責任の引受とが具体的に存在する場合であ

る（4），とした。これに対して，一般的信頼では，個々の原告が権限が行使され

ることに対する具体的な期待ないし信頼を有する必要はなく，原告が構成員の

一人である地域社会全体がかかる期待を有している場合でさえも生じる場合が

ある（5），との見解を示した。ただし，一般的信頼の場合は，制定法上の権限に

基づいて提供されるサーヴィスまたは利益は，その性質上，一様で日常・機械

的になされるものである必要があるという条件を付け加えた。

　Hoffmann裁判官は，このように，単なる制定法上の権限の存在がコモン・

ロー上の注意義務を発生させる場合と，発生させない場合を分析し，そこから

得られる諸条件を本件事実関係に当てはめた。その結果，まず第一に，本件に

おいて地方当局が制定法上の権限を行使しなかったことは不合理ではなかった

とし，また，仮にそれが不合理であったとしても，一般的信頼を成立させる状

況は本件にはみられないとして，コモン・ロー上の注意義務の存在を認めなか

った。

2　本判決の位置付け

　（1）イギリスにおける判例の流れのなかで

　本判決中にも示されているように，動sJ　S励漉事件貴族院判決（6）は，制定

法上の権限が存在することで不法行為上の責任が発生しうるかという問題に対

する法原則を示した。そこでは，単なる制定法上の権限が存在するだけでは，

責任は発生しえないという否定的な答が与えられた。

　これに対して，Z）o脱渉y如履事件貴族院判決（7）では，制定法上の義務を履

行する際に過失があった場合には，制定法上の権限が存在していることで，権

限が付与されているものに対してネグリジェンス上の責任が課される場合があ

（4）　代表的には，∬64勿動7n6＆Oo．L鼠∂．∬θJJ67＆Poπη6器L鼠［1964］

　A．C．465事件判決参照。

（5）具体的には，動∂ε規顧ll　C勿Co観6ぢ1∂．飾解IJη［1994］3N．Z．L．R．513

　事件判決，および，同判決から枢密院への上訴である1％∂6名伽顧ll　C勿Co％n－

　6〃鉱1勉窺1初［1996］A．C．264事件判決。

（6）　Eαs渉S珈1ゐ1～」∂ε欝C諺6h窺6窺βoθ名‘！∂．κ6勉［1941］A．C．74．

（7）　Po鴬6渉｝勉oh！Co．L鉱∂．∬o彫2C膨膨［1970］A．C．1004．
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る，と判示された。Po彫渉y初玩事件では，損害賠償請求の原因となった損

害は有形的損害であった。

　この制定法上の権限の存在が不法行為上の責任に繋がりうる場合があるとい

う法原則は，且π郷事件貴族院判決（8）により，住宅建設に対して地方当局が制

定法上の検査の権限を適切に行使しなかったことで生じた純粋に経済的な損失

を理由（9）とする損害賠償請求にまで，拡大された。しかし，且槻s事件判決

は，本判決のなかでも示されていたように，少なくとも，経済的損失を理由と

する損害賠償に関する限り，躍％ゆ勿事件貴族院判決（10）により覆えされた。

もっとも，擢％ゆ勿事件判決においても，「もちろん，制定法上の権限に関し

てコモン・ロー上の義務が生じることがあることを私は認める」（11）との意見が

示されていたように，制定法上の権限行使の際の過失からネグリジェンス上の

責任を課しうる余地があると考えられていた。

　すなわち，本件判決以前の法状況は，動s！S励1乃事件判決における責任否

定の原則に対して，、4槻s事件判決における責任の肯定の原則が例外を構成し

たかに思われたが，五朋s事件判決自体が制定法上の権限の存在とは直接的に

関係しない（つまり，損害の性質という）理由から躍吻）勿事件判決により

覆えされたため，不明確な状況にあった。このような法状況のもとで，本件判

（8）　z4％ns鉱〃6πo刀Lon40％βo名o㎎h　Co観611［1978］A．C．728．

（9）、4朋s事件判決のなかでは，損害は有形的損害であるとされたが（［1978］

　A．C．728，759），〃i％ゆ勿事件判決では，・4％％s事件における実際の損害は純

　粋に経済的な損失であるとされた（［1991］1A．C．398，468勿7Lore　Keith，

　480ヵ67Lord　Bri（1ge，490ρ67Lord　Oliver）。

（10）　〃κ勿勿∂．B名2η伽oo4Pノ舘7プ6オCo％％6〃［1991］1A．C．398．なお，。4％％s事

　件判決を中心に〃％ゆ勿事件判決に至るまでのネグリジェンス法の展開に関

　しては，矢頭敏也『英米不法行為判例研究』（早稲田大学比較法研究所，

　1988），早稲田大学英米判例研究会「ネグリジェンスにおける注意義務の存否

　の決定一アンズ事件判決における二段階の基準への疑問一」比較法学第25巻第

　1号75頁以下（1992），同「ネグリジェンス法の動揺一マーフィー事件判決に

　よるアンズ事件判決の否定一」比較法学第27巻第2号245頁以下（1994），望月

　礼二郎「ネグリジェンスの構造・再論」社会科学研究第42巻第1号1頁以下

　（1990），同「ネグリジェンスの構造・再論・補説」加藤一郎古稀記念『現代社

　会と民法の動向（上）』44！頁以下（1992，有斐閣），佐野隆「ネグリジェンス

　における一般的傾向および制限的側面」早稲田法学会誌，第43巻237頁以下

　（1993）参照。

（11）　［1991］1A．C．398，457ヵ67Lord　Mackay　L．C．．
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決が下された。結論においては，損害賠償請求の原因である損害が身体傷害で

あるにもかかわらず，コモン・ロー上の責任は認められなかった。しかし，か

かる結論を導きだす際に用いた判断基準は，絶対的に，責任を排除するもので

はなかった。したがって，制定法上の権限の存在で責任が負わされる余地は依

然として残されているといえる。もっとも，後に説明する判断基準に内在する

問題点のためなどから，現在の法状況は満足の行くものではないといわれてい

る（12）。

　（2）コモンウェルス諸国との比較において（13）

　ここでは，特にネグリジェンス法における注意義務に関して，近年各法域に

おいてみられる傾向について，イギリスとの比較のために，オーストラリア，

ニュー・ジーランドおよびカナダについて，ごく簡単に触れる。

　イギリス（14）で，ネグリジェンス上の注意義務の存在範囲を飛躍的に拡大さ

せる契機となったのは，！肋郷事件判決であった。もちろん，・4n郷事件判決

は，当時のイギリスにおける先例であると考えられた．Oo膨渉地6玩事件判決

およびP観0η事件控訴院判決（15）を踏まえて下されている。しかし，同判決

は，特に損害および損害賠償金の性質については，ニュー・ジーランド控訴院

（Court　of　Appea1）が下したβo麗％事件判決（16）の影響を明かに受けてい

た（17）。

　ところが，、4槻s事件判決，とりわけ，Wilberforce裁判官により宣明され

た二段階の基準を適用することで，注意義務の存在範囲が広範囲になりすぎる

ことへの警戒から，二段階の基準への抵抗が生じた。そして，最終的には，

（12）　Christopher　Baker，140Sol．J．1101（15November1996）．

（13）　Michael　F　James，“Tortious　liability　for　defective　buildings999a　Common－

　wealth　perspective”11Professional　Negligence132（1995），Carl　F．Stychin，

　“Dangerous　liaisons：new　developments　in　the　law　of　defective　premises”

　16Legal　Studies387（1996）参照。

（14）　より詳しくは，前掲注10の参考文献，および，佐野隆「イギリスにおけるネ

　グリジェンス法の新たな展開」『コモン・ローの機能と法典化』311頁以下

　（1996，敬文堂），同「英国貴族院判決のなかに示される不法行為上の注意義務

　の存否に関する判断基準の一つの方向性」比較法学第30巻第2号247頁以下

　（1997）参照。

（15）　D躍オo館∂．Bogno7U7δ伽∠）♂s麺6オCo観6〃　［1972］l　Q．B．373．

（16）　Boω6％∂．P伽o窺αo％窺B協146鴬　（∬α盟zJl！o，z）［1977］1N．Z．L．R。394．

（17）　［1978］A．C．728，760．
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漁ゆ勿事件判決において，オーストラリア連邦最高裁判所（High　Court　of

Australia）が下したS％云h67伽4事件判決（18）のなかでBreman裁判官が示し

た見解（19）が支持され，、4ηns事件判決は覆えされた。

　その後，90年代半ばになり，一方で，∬6銘舵鴬o％∂．〃ケ名観5碑4短云6s乱あ

［1995］2A．C．145事件貴族院判決，陥舵∂．力％6s［199512A．C．207事件貴

族院判決，および，助7初g∂．0媚擁伽∠4ss％窺％06PJα［1995］2A．C．296事

件貴族院判決（20）のように，損害が経済的損失であっても，注意義務の存在を

認める判決が出されている。他方で，制定法により公的機関に課されている職

務の履行のさいに損害が生じたと主張された事件で，公的機関の責任を認めな

かったX（躍」ηo鴬）∂。B8⑳74sh舵Co％吻Co観oぎ1［1995］2A．C．633事件

貴族院判決，および，主張されている損害が有形的損害であるにもかかわら

ず，注意義務の存在が認められなかった〃476擢6h＆Oo．∂．β乞shoφRo漉

五鼠［1996］1A．C．211事件貴族院判決（21）などがある。もちろん，それぞれの

事件における事実関係に応じて，判決の結果は異なるわけであるが，近年のイ

ギリスの法状況は必ずしも安定しているとは思われない（22）。

　オーストラリアにおいては，翻孟h副観4事件オーストラリア連邦最高裁判

所判決において，イギリスよりも早く，注意義務の存在範囲の拡大をもたらす

恐れのある二段階の基準に対して否定的な態度がとられた。しかしながら，

B脚n事件判決（23）においてオーストラリア連邦最高裁判所は，S％孟h67♂観4事

件判決およびその影響を強く受けた擢％ゆ勿事件判決に従わなかった。した

（19）　（1985）157C．L．R．424，503－505．

（20）同事件判決については，佐野隆「イギリスにおけるネグリジェンス法の新た

　な展開」『コモン・ローの機能と法典化』311頁以下（1996，敬文堂）参照。

（21）　同事件判決については，佐野隆「英国貴族院判決のなかに示される不法行為

　上の注意義務の存否に関する判断基準の一つの方向性」比較法学第30巻第2号

　247頁以下（1997）参照。

（22）このような不安定と思われる状況が出現している一つの理由は，まさに，二

　段階の基準により注意義務の存在範囲が拡大したため，以前であれば訴えの提

　起を考えなかったであろう事件でさえ，訴えの提起がなされたためであるかも

　しれない。しかし，後でみるように，二段階の基準を依然用いている他のコモ

　ンウェスル諸国においては，イギリスにおいてみられると思われる不安定さは

　存在していないようである。もっとも，イギリスにおいても，ナーヴァス・シ

　ョッタの事件のように，原則的には，注意義務の存在範囲の拡大化の方向（例

　えば，P㎎ε肌S勉渉h［1996］1A．C．155）で安定している領域もある。

（23）　B穿‘z，z∂．καlon¢y　（1996）82C．L．R．609．
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がって，現在では，β朋％事件判決以降のオーストラリアにおけるネグリジェ

ンス上の注意義務の存在範囲は，〃碗ゆ勿事件判決により覆えされる以前のイ

ギリスにおける状況に類似している。

　このように若干の動揺の後に従前の法状況を回復したオーストラリアに対し

て，ニュー・ジーランドおよびカナダでは，・4槻s事件判決および二段階の基

準が否定されることはなかった。特に，ニュー・ジーランドでは，終始一貰し

て，且ηns事件判決で認められた範囲での注意義務の存在を肯定し続けてい

る。このことは，動∂876α顧ll事件ニュー・ジーランド控訴院判決（24）において

も踏襲された。同事件は，重要な事実関係の点で，みηns事件および躍％ゆ勿

事件とほぼ同じであったが，躍卿勿事件判決に従わずに，・4槻s事件判決と

同じ線での判決を下した。さらに，同控訴院判決は枢密院に上訴されたが，枢

密院も控訴院判決を支持し，ハ4％ゆ勿事件判決を退けた（25）。

　カナダにおいては，本判決のなかで引用されている事件判決に示されている

ように，公的機関による制定法上の権限の行使に関連する注意義務の存否の問

題では，。4η郷事件判決で示された「政策・作用」の判断基準が用いられてい

る。さらに，賜物吻g　Con40吻吻π〃z　Coゆo昭如％事件判決（26）において，カ

ナダ連邦最高裁判所は，κ％ゆ勿事件判決に従わずに，・4槻s事件判決を支持

し，欠陥住宅を修繕するために費やされる経済的損失を理由とする請求を認め

た。

　このようにみてみると，イギリスにおいては，、4nns事件判決の否定，およ

び，かかる否定を正当化しようとする試みのために，他のコモンウェルス諸国

においてはみられない動揺が法状況のなかに出現しているように思われる。

（24）動∂6規碧Jll　C勿Co％％捌∂，1血解1吻［1994］3N．Z．L．R．513．同事件判決

　では，単に，注意義務の存否の問題でイギリス法とニュー・ジーランド法が異

　なっていることを明らかにしたのみならず，出訴期限の起算点の点でも両者の

　間に相違があることが示された。

（25）　［1996］A．C．624．同枢密院判決は，確かに，ニュー・ジーランド国内に対

　して法的拘束力を持つものであって，イギリスに対する法的拘束力はない。し

　かし，他のコモンウェルス諸国に対するのと同様に，イギリスに対しても，説

　得的効力を持つものである。イギリスにおける法状況と，それとは異なる判断

　を示す説得的効力を持つ判決との存在を正当化するための一つの理由付けが，

　S！o∂♂n事件におけるHoffmann裁判官の「一般的信頼」論であるかもしれな

　い。この点に関しては，後で触れる。

（26）慨伽加gCo綴o窺加％窺Coゆo吻ガoη〈Ao．36∂．B翻Coηs枷伽ηCo．

　（1995）121D．L．R．（4th）193．
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3　おわりに

　本判決で，制定法上の権限を行使しなかっとしてもコモン・ロー上の注意義

務が発生するものではないという結論を導き出すために用いた判断基準，言い

換えると，本判決のレイシオ・デシデンダイ（ratiodecidendi）のある部分

は，次のように示せるであろう。コモン・ロー上の注意義務を制定法上の権限

が存在していることに基づかせるための最低限の条件，つまり，制定法上の権

限があることからコモン・ロー上の注意義務を導き出すための最低限の条件

は，第一に，権限を行使しないことが不合理（irrationa1）で，実際上は，行

為すべき公法上の義務が存在していること，そして，第二に，権限を行使しな

いことで損失を被った者に対して補償がなされることを制定法の（根底にあ

る，あるいは，制定法を支えている）政策が求めているといえる例外的な根拠

がある場合，である。もっとも，第二の条件は，本件では第一の条件が満たさ

れていないと判断された後で，もし，満たされているとするとという仮定の下

であるので，厳密な意味でレイシオ・デシデンダイとはいえないのかもしれない。

　本件では，事実関係に基づいて，あるいは，事実の解釈・評価によってとい

ったほうが正確かもしれないが，第一の要件が満たされていないと判断され

た。そのため，制定法上の権限が付与されている当局のコモン・ロー上の義務

は認められなかった。しかし，かかる判断基準が示されたということは，その

基準を満たすことで，制定法上の権限が付与されている当局にコモン・ロー上

の注意義務が課せられる場合がありうることを意味していることになる。この

ことは，Hoffmann裁判官自身も，私は，「制定法上の『できる』は決してコ

モン・ロー上の注意義務を生じさせないとはいわない」（27）と明言していること

からもわかる。このように，制定法上の権限に関する当局の不法行為責任の可

能性の余地が残されたので，「ネグリジェンスのカテゴリーは決して閉ざされ

ていない」（28）というPoηogh％6事件判決におけるMacmillan裁判官の言葉を

思い起こさ，ネグリジェンスによる救済が90年代当初に考えられたほど狭まっ

てはいないのではないかとも思われる。

　そこで，次に，この事件で示された判断基準について見てみることにする。

・4槻s事件においてWilberforce裁判官が地方当局にコモン・ロー上の義務が

制定法上の権限から発生するか否かを判断する際に用いられた装置が，「政策」

（27）　［1996］A．C．923，953。

（28）　Z）o％ogh％6∂．S！ω6％son［1932］A．C．562，619．



474　　比較法学31巻1号

と「作用」であったわけだが，かかる考え方が不適切であるとする第一の理由

が，その区別のあいまいさであった。Hoffmann裁判官は，Wilberforce裁判

官の考えに代えて提示した判断基準の第一の条件は，制定法上の権限を行使し

ないことが不合理（irrationa1）であるか否かであるが，この基準自体も，程

度はかなり低くなるかもしれないがあいまいさを残すものであり，Wilberfor－

ce裁判官が用いた道具に対してなされたのと同様の批判がなされうるのでは

ないか。

　このような批判は考えられうるが，本判決は注意義務の存在を認めなかった

にもかかわらず，同じく制定法上の権限を行使する地方当局に対する注意義務

の存在を認めずに・肋ns事件判決を，何らの先例に拠るものではないとして，

覆えした躍卯勿事件判決のようには，覆えしたわけではなかった。つまり，

経済的損失に関連しては，且朋s事件判決は先例としての意味は持たないとし

つつも，E襯S励漉事件判決に対する例外をなすものとしての・4朋s事件判

決に関してはその正誤の判断を控えている。

　さらに，本判決では，当局にコモン・ロー上の注意義務が発生しうる状況と

して，信頼が存在する場合をあげている。しかも，そこでは，信頼を，特定的

信頼と一般的信頼に区別している。おそらく，特定的信頼というのは∬64勿

勢7n6事件型の信頼を指しており，そして，その特定的信頼にさらに責任を発

生させうる一般的信頼を加えていることで，責任発生二注意義務の存在範囲が

広がる可能［生があるといえるのではないかと思われる。そしてまた，この責任

発生の一要素としての一般的信頼の存在を認め，それを法原則の中に組み込む

ことにより，すでに概略を示したように，最近，顕著になっているイギリスと

他のコモンウェルス諸国との間の類似の事実関係の事件にもかかわらず，結論

が違うことに対する正当化を提供するものになるかもしれない。つまり，それ

は，一般的信頼が存在するか否かは，正に，問題とされている事件が起こった

社会によって異なるわけで，このことは動催砿顧ll事件におけるニュー・ジ

ーランドの控訴院判決，そして，特に，枢密院の判決に対する法理論上の裏付

けを与えるものと思われる。判決のこの部分は傍論であるが，もし，この考え

が受け入れられるようになれば，イギリスと他の諸国との問の法の相違

（diversity）は，見かけほど大きなものでなくなるのかもしれない。

　以上の点を加味して，本判決からいえる一つのことは，本判決は，。4n郷事

件判決を覆えすことをせずに，制定法上の権限からコモン・ロー上の義務が生

じうる余地を残し，一般的信頼という考え方を組み入れ，さらに，カナダの諸
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先例を，批判的ではあるが，区別する（29）ことで，イギリス法と他のコモンウ

ェルス諸国の法との間の距離を縮めるもの，あるいは，少なくとも，縮める要

因となるものを含むものではないか，ということである。

　以上が，コモン・ロー上の注意義務が認められなかったにもかかわらず，ネ

グリジェンス法の救済手段としての活力をこの判決から導き出そうとする場合

に，指摘できる積極的（肯定的）側面である。

（29）　［1996］A．C．923，957．


